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非財務情報開示の標準化・義務化がグローバルで急ピッチで進む中、企業には非財務情報を収集・分析・活
用する体制整備が求められています。デロイト トーマツは、デロイトの有する専門性と総合力をグローバルレベ
ルで結集し、GHG排出量を把握・削減を実現していくために、SAP製品を活用したソリューションを提供してサ
ステナビリティ経営の高度化をご支援します。

今、サステナビリティ経営に向けて求められること
 • IFRS国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）が全般的要求事項・気候関連の初年度開示を2025年に定
めているのを皮切りに、順次、米国・欧州においても開示・保証の義務化が始まります。この契機をとらえ、
企業は単なる開示対応にとどまらず、サステナビリティ経営の高度化に向けた取り組みを推進するべきとデロ
イト トーマツは考えます。

 • サステナビリティ経営の高度化とは、企業理念・ビジョンから下流のオペレーションに至るまで、中長期的な
時間軸を含んだサステナビリティの観点（リスク・機会の特定、重要課題の特定、目標設定等）が反映され、
体制が構築・運用されることを指します。非財務目標の経営への活用のためには、財務情報と同じ範囲・スピー
ド・精度で非財務情報を収集・分析・活用できることが不可欠です。

GHG排出量可視化・削減支援サービスのご紹介

非財務情報の収集・分析・活用に必要なガバナンス構造
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▪自社の理念や価値観がマテリアリティに反映されている
▪マテリアリティに非財務KPIおよび中長期目標が設定されている

▪財務情報のみならず非財務情報が戦略や事業計画の策定に活用されている
▪財務／非財務情報の関係が整理され、中期経営計画に非財務目標が盛り込まれている

▪組織・会議体の役割分担や権限移譲、意思決定フローが整備され、統制が取れている
▪十分なリソース（人員、予算等）が配置されている
▪非財務KPIの達成状況等を把握するために、システム・ツールが整備されている

▪非財務情報の収集・分析・活用に必要な規程類が整備・体系化されている
▪経営レベルや各レイヤーの意思決定に非財務情報が活用されている
▪非財務情報の開示に係る外部動向や各種制度がモニタリングされている

▪財務と同じ連結の範囲で非財務情報が収集されている（基本的に連結を想定）
▪非財務データのインプット、チェック、確定、分析、報告のフローが整備されている
▪ IT・システムを活用して効率的に非財務情報が収集・分析・活用されている
▪マテリアリティに係る非財務KPIなど、重要な非財務情報で第三者保証を受けている

▪社外のステークホルダーに対して非財務情報を含む価値創造ストーリーが
正しく伝わっている

ガバナンス基本構造 非財務情報の収集・分析・活用に係る『あるべき姿』
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サステナビリティ経営高度化の実現を支援するデロイト トーマツのサービスメニュー
 • デロイト トーマツは、デロイトの有する専門性と総合力をグローバルレベルで結集し、サステナビリティ経営高
度化の実現支援を含めた幅広いサービスメニューを展開しております。

 • サステナビリティ・気候変動領域においては、グループ全体で高度な専門性と総合力を有し、それらをグロー
バルレベルで結集することでサステナビリティ経営の高度化を目指したサービスを提供します。グループ横断で
連携することによって、サービス範囲は戦略、経営管理・開示、トランスフォーメーションの各領域を包括的に
カバーします。そのため、デロイト トーマツではサステナビリティ経営に関して、企業に向けたEnd to Endで
の支援を提供することが可能です。

サステナビリティサービス全体におけるデロイト トーマツのケイパビリティ

サステナビリティ・気候変動（S&C）
領域における技術や制度に関する知
識、深い業界理解など、高度な専門
性を有するプロフェッショナルのカを
結集します。

高度な専門性

「監査・保証業務」、「リスクアドバイ
ザリー」、「コンサルティング」、「ファイ
ナンシャルアドバイザリー」、「税務・
法務」のファイブビジネスが専門領域
を超えて結集します。

ビジネスの垣根を超えた総合力

SCIを起点として、デロイト グローバ
ル ネットワークの相互連携を促進し、
国内に留まらず、グローバルかつ最先
端の知見を結集します。

グローバル連携
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▪非財務情報開示支援
▪サステナビリティ・

ESG情報保証業務
▪ ESGデータと
企業価値の相関分析

▪ ESGデータドリブン経営
▪マテリアリティ分析
▪ ESG目標・KPI設定

▪グリーンポートフォリオ
構築

▪次世代エネルギー
事業戦略策定

▪洋上風力入札支援

▪ ICP導入アドバイザリー
▪カーボンニュートラル
関連優遇措置の調査・
取得支援

▪サステナブルファイナンス

▪コミュニティドリブン・エコシステム
▪人的資本・組織変革
▪人権デューデリジェンス

▪カーボンマネジメント
▪ GHG排出量の算定
▪サプライチェーンマネジメント

▪リスクマネジメント
体制構築

▪サステナブル
ガバナンス
構築支援

▪ CSRモニタリング・
報告体制構築支援

▪デューデリジェンス
▪ ESG投資基準策定
▪ファイナンス実行支援
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Sustainability & Climate関連主要サービスマップ
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GHG排出量の算定・削減の実現アプローチとプラットフォームの必要性
 • カーボンニュートラルに向けてはGHG排出量の可視化・分析・削減策の実施の3ステップをOODA/PDCA
（継続的効果測定・改善）サイクル化する必要があります。しかし、3ステップをサイクル化してGHG排出量
削減をしていくには排出量の算定、開示、評価方法、事業計画への織り込み、サプライヤーとの連携といった
様々なテーマがあるため、すべてを一足飛びに実現していくのではなく、段階的にステップアップしていく事が
重要になります。

 • また、GHG排出量削減に向けて �見える化� は脱炭素社会実現への1stステップであると同時に、多くの企業
が �見える化�に向けた取り組みに着手し始めています。しかしながら、多くの企業が可視化に取り組む中、膨
大なデータの集計・管理や外部ルールに準拠した排出量算出・開示の課題に直面しており、継続的に取り組
んでいくためにはデジタルプラットフォーム基盤の構築が必要不可欠だと考えます。

▪ 脱炭素実現に向けた
自社の算定目的や戦略の
構築

▪ 自社サプライチェーンの
状況やマテリアリティに
応じたメリハリのある
脱炭素削減戦略の構築

▪ 企業全体としてのGHG
排出量削減目標の
中長期ターゲッ卜立案

Step 0

▪ 既存ビジネスや業務への
環境価値評価の導入
（i.e. ICP, 製品開発／
サプライヤー評価への環境価
値評価導入）

▪ シナリオに基づきGHG
排出量削減を実現する
ための具体的な対策
手法の導入
（i.e. クリーンエネルギー／
低炭素素材の採用・切替、
モーダルシフト）

Step 3

▪ 削減対象部門や外部
ステークホルダー別の
削減ターゲットの
アロケ・シミュレーション

▪ 国内外の規制・規格
動向を含む外部環境を
加味した削減量シナリオ
分析

▪ 対策導入に向けたコストや
売上等財務インパクトを
加味した財務・非財務効
果シミュレーション

Step 2

OODA/PDCAサイクル
（継続的効果測定・改善）

▪ 企業・製品それぞれ
の算定目的に応じた
直接・間接排出量
可視化レベルの向上

▪ 注力スコープに
おける外部ステーク
ホルダーからの一次
データ入手による
排出原単位データ
精度向上

Step 1

排出量
削減への
対策導入

シナリオ
分析

GHG
排出量の
見える化

戦略構築
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デロイト トーマツが考えるGHG排出量管理機能アーキテクチャ
 • GHG排出量を可視化するためには基幹システムのマスタおよびトランザクションデータが必要であり、GHG
排出量の可視化の取り組みにおいて基幹システムの知見が不可欠です。特に、基幹システムとして多くの企業
で導入されているSAP S/4HANAにおいて、デロイト トーマツはグローバルを含めた豊富な導入実績を有し
ており、導入実績に基づく知見とSAPソリューションを提供します。

 • また、SAPからリリースされた企業のサステナビリティ経営を支える製品を含む一気通貫型のソリューションを
提供することで、企業のサステナビリティ経営における業務オペレーションの構築をご支援します。

自社システム

基幹システム・
MDM等

その他
ESG関連データ

基本マスタ（製品
マスタ／BOM等）
製造／廃棄実績・
取引実績等

燃料・電力
使用料等

社内外データ連携・管理をシステムサポート

複雑なデータ取込・管理に対して
正規化・自動化をシステムサポート

各種基準・ガイドラインに準じたロジックに対応

GHGプロトコル・経産省ガイドライン等に準じた
算定ロジックの機能を具備

国内外法規制・制度変更に柔軟に対応

法規制・制度変更に対して継続的にアップデート

• Scope1,2,3算定結果
（事業者単位、製品単位）

• 削減施策効果シミュレーション等

サプライヤー
排出量情報

原単位
2次データ

算定
結果

GHG排出量
レポーティング・シミュレーション

排出係数管理
データ精度確認・
異常値検知

• Scope1,2,3の算定（事業者単位、製品単位）

• 各種データ、算定ロジックの一元管理・更新等

GHG排出量算定エンジン

SAP Sustainability
Footprint Management

SAP Sustainability
Control Tower

SAP S/4HANA

可視化だけでなく削減を見据えた分析・
シミュレーション機能を具備

削減貢献を見据えた各種シミュレーション

排出原単位
DB

他社GHG
可視化アプリ


